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株主の皆さまにおかれましては、平素より格別のご高
配を賜り厚く御礼申しあげます。
さて、ここに当社第45期上半期の事業の概況と中間決
算についてご報告申しあげます。

2026年5月

株式会社技研製作所
代表取締役社長CEO　大 平 　 厚

　株主の皆さまへ 　事業の概況

当中間連結会計期間における国内の事業環境は、底
堅さを維持する公共投資と回復基調にある民間投資を
背景に、建設投資全体としては堅調に推移しました。
当社事業においては、災害復旧・復興事業や国土強靭
化事業等を中心にインプラント工法※１の普及に取り組
んだ結果、河川・海岸・港湾における堤防・護岸・岸
壁工事や、道路関連の橋梁・擁壁工事等で採用が進み、
採用案件数は順調に推移しました。一方で、建設コス
トの上昇やそれに伴う施工量の減少、技能労働者不足
の影響により、顧客の設備投資意欲は慎重な状況が続
きました。生産面では、原材料や部品等の仕入価格の
高騰が継続していることから、動向を注視しつつ適切
な対応の検討を進めております。
国内の製品販売においては、一部の顧客ニーズの高
まりを受け、新型機「サイレントパイラーＳＴ400ＳＸ」
を含む一般機の販売が進捗しました。
海外展開では、顧客向け総合支援サービス「ＧＴＯ
ＳＳ※2」の定着を図り、会員企業と協働して市場拡大
を加速させています。併せて、圧入技術の価値を共有
する新規顧客の開拓を進めるとともに、 現地の協業
パートナー企業との連携により市場創出を進めてい	
ます。
アジア地域では、シンガポールにおいて、旺盛なイ
ンフラ整備需要を背景に、前期獲得した顧客（ＧＴＯ
ＳＳ非会員）に対し、第１四半期に続き、第２四半期
にも複数台を販売しました。
ヨーロッパ地域では、オランダの世界遺産運河の護
岸改修プロジェクトにおいて、商業化フェーズ第一弾
の工事が完了しました。また、イタリアにおいては、
ＧＴＯＳＳ会員向けに大型特殊機を販売しました。本
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顧客は、以前販売した同機種および同国で初採用とな
るＧＲＢシステムを用いて堤防補強工事を進めており、
今後の事業拡大を見据えて購入に至りました。

このような状況のもと、 当中間連結会計期間にお
ける売上高は14,094百万円（前年同期比19.1％増）、営
業利益は1,473百万円（同11.3％増）、 経常利益は1,617
百万円（同20.3％増）、親会社株主に帰属する中間純利
益は1,180百万円（同27.1％増）となりました。

セグメントの業績は次の通りです。
①建設機械事業
国内外において製品販売・レンタルが進捗したこと
で増収、増益となりましたが、仕入価格の高騰による
原価率上昇、試験研究費および人件費の増加などが収
益性を押し下げました。この結果、当セグメントの売
上高は9,818百万円（前年同期比20.9％増）、 営業利益
は2,147百万円（同10.9％増）となりました。

②圧入工事事業
国内では、工法採用が堅実に推移する中、能登半島
地震で被災した漁港および道路の復旧工事（石川県）、
エコサイクル設置工事（兵庫県）、発電施設の防水壁
設置工事（岐阜県）、水門新設に伴う防潮堤新設工事
（岩手県）等において工事が順調に進捗し、増収とな
りましたが、付加価値の高い開発型案件の減少により
減益となりました。この結果、当セグメントの売上高
は4,276百万円（前年同期比15.3％増）、営業利益は502
百万円（同0.7％減）となりました。

※１　一本一本が高い剛性と品質を有した杭材（許容構造部材）を地中深
　　　く圧入し、地震や津波、洪水等の外力に粘り強く耐える「インプラ
　　　ント構造物」を構築する工法。

※２　会員顧客に対し、製品に加えて技術サービス等のノウハウを提供し
　　　て現場の生産性向上を図る総合支援サービス。

当社は株主の皆さまに対する安定的な利益配分を最
重要項目と位置付けており、収益に応じた適正な利益
配分を実施するとともに、長期的な事業展開に備えた
内部留保の充実を基本方針としております。なお、連
結配当性向については40%を目安とし、純資産配当率
（DOE）3.5%を下限指標としております。
当期の配当につきましては、中間配当を27円とし、期
末配当につきましても27円を予定しております。これ
により、１株当たり年間配当額は54円となる予定です。
今後とも役職員一丸となり、 一層の業績向上に努力
をいたしますので、旧に倍するご支援ご鞭撻を賜ります	
ようお願い申しあげます。
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　業績の推移
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中間連結貸借対照表（2026年2月28日現在）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　目 金　　額
〔資産の部〕
流  動  資  産 21,777
現金及び預金 7,362
受取手形、売掛金	
及び 契 約 資 産 5,321

電子記録債権 1,924
製 品 2,814
仕 掛 品 1,110
未成工事支出金 43
原材料及び貯蔵品 2,750
そ の 他 456
貸倒引当金 △5

固  定  資  産 24,702

有形固定資産 19,233

建物及び構築物 4,704
機械装置及び運搬具 3,214
土 地 9,737
建設仮勘定 1,194
そ の 他 382

無形固定資産 109

投資その他の資産 5,359

投資有価証券 2,768
繰延税金資産 1,803
退職給付に係る資産 130
そ の 他 680
貸倒引当金 △23
資 産 合 計 46,479

中間連結損益計算書（自2025年9月1日至2026年2月28日）

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：百万円） （単位：百万円）

科　　　目 金　　額
〔負債の部〕
流  動  負  債 6,501

支払手形及び買掛金 1,465

短期借入金 155

未払法人税等 474

契 約 負 債 2,511

賞与引当金 546

その他の引当金 36

そ の 他 1,311

固  定  負  債 535

長期借入金 441
そ の 他 93

負 債 合 計 7,036

〔純資産の部〕

株  主  資  本 38,143

資 本 金 8,958

資本剰余金 10,121

利益剰余金 21,782

自 己 株 式 △2,719

その他の包括利益累計額 1,299

その他有価証券評価差額金 495

為替換算調整勘定 655

退職給付に係る調整累計額 148

純資産合計 39,443
負債純資産合計 46,479

科　　　　　目 金　　　　　額
売 上 高 14,094

売 上 原 価 8,868

売 上 総 利 益 5,225

販売費及び一般管理費 3,752

営 業 利 益 1,473

営 業 外 収 益

受 取 利 息 30
受 取 配 当 金 16
不 動 産 賃 貸 料 74
為 替 差 益 54
そ の 他 51 228

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4
不 動 産 賃 貸 費 用 17
支 払 手 数 料 55
そ の 他 5 83

経 常 利 益 1,617

税金等調整前中間純利益 1,617

法 人 税 等 437

中 間 純 利 益 1,180

親会社株主に帰属する中間純利益 1,180
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　株式の状況 （2026年2月28日現在）

（注）	１.	 持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
	 ２.	 当社は、自己株式を1,708,686 株保有しておりますが、上表大株主から	
	 	 は除外しております。
	 ３.	 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
	 ４.	 持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
	 ５.	 株式会社四国銀行は、所有株式を合算して表示しております。

●発行可能株式総数	 普通株式　100,000,000株
●発行済株式の総数	 普通株式 　27,074,728株
●株 主 数	 11,698名
●大 株 主

株　　主　　名 持株数（千株） 持株比率（%）

有 限 会 社 北 村 興 産 6,001 23.65
日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 1,506 5.93

株 式 会 社 四 国 銀 行 1,060 4.18
株式会社日本カストディ銀行
（信託口） 880 3.46

株 式 会 社 高 知 銀 行 793 3.12

北  村  博  美 649 2.56

北 　 村 　 知 佐 子 648 2.55

技研製作所従業員持株会 548 2.16

北  村  龍  真 493 1.94

ニューコウチビル株式会社 463 1.82

●所有者別株主分布状況

個人・その他（自己株式含む）
12,689千株
（46.87%）

外国法人等
977千株
（3.60%）

金融機関・金融
商品取引業者
5,273千株
（19.48%）

8,134千株
（30.05%）

その他の法人

　会社の概要 （2026年2月28日現在）

社　　　　　名　株式会社技研製作所
本 店 所 在 地　高知県高知市布師田3948番地１
設　立　年　月　1978年１月（創業1967年１月）
事 業 内 容	 ◦無公害工法・産業機械の研究開発お

よび製造販売ならびにレンタル事業
◦土木建築その他建設工事全般に関す
る業務ならびにコンサルタント業務

	 ◦土木施工技術・工法の研究開発
	 ◦上記に関する海外事業
資　　本　　金	 8,958,274,015円
従　業　員　数	 507名（企業集団の従業員数　688名）

　役　　　員 （2026年2月28日現在）

※印の役員は独立役員として東京証券取引所に届け出ております。

代 表 取 締 役 会 長

代表取締役社長CEO

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

取締役専務執行役員

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

社 外 取 締 役

常 勤 社 外 監 査 役

監 査 役

社 外 監 査 役

北 村 精 男

大 平 　 厚

森 野 有 晴

藤 崎 義 久

福 丸 茂 樹

久 松 朋 水

澤 　 祥 雅

田 　 中 　 久 美 子

油 野 昭 彦

松 　 岡 　 さ ゆ り

浪 　 越 　 一 　 郎

※

※

※

※
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事　業　年　度	 毎年９月１日から翌年８月31日まで
定時株主総会	 毎年11月
基　　準　　日	 定時株主総会　 ８月31日
	 期末配当金　 ８月31日
	 中間配当金　 ２月末日
公　告　方　法	 電子公告

当社ウェブサイト
 （https://www.giken.com）にて掲載
ただし、事故その他のやむを得ない事
由によって電子公告による公告をする
ことができない場合は、日本経済新聞
に掲載いたします。

単 元 株 式 数	 100株
株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関	 三菱UFJ信託銀行株式会社

同　連　絡　先	 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号（〒541-8502）
	 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
	 電話　0120-094-777（通話料無料）

（ご注意）
1.	 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、	
原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承る
こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問
い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ 信託銀行）ではお
取り扱いできませんのでご注意ください。

2.	 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、
三菱UFJ 信託銀行が口座管理機関となっておりますので、上記
特別口座の口座管理機関（三菱UFJ 信託銀行）にお問い合わせく	
ださい。なお、三菱UFJ 信託銀行全国本支店でもお取り次ぎいた	
します。

3.	 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ 信託銀行本支店でお
支払いいたします。

株 主 メ モ

（国　内）
株式会社技研施工
高 知 本 社	 高知県高知市布師田3948番地１
東 京 本 社	 千葉県浦安市港75番地１

シーアイテック株式会社（非連結）
本　　　　社	 東京都江東区東雲２丁目５番７号日進運輸ビル２階

（海　外）
Giken Europe B.V.
本　　　　社	 Damsluisweg 13, 1332 EA 	
 	 Almere, The Netherlands

Giken Seisakusho Asia Pte., Ltd.
本　　　　社	 138 Robinson Road ＃16-02, 
	 Oxley Tower Singapore 068906

Giken America Corporation
本　　　　社	 5850 T.G.Lee Blvd., Suite 535,
	 Orlando, FL 32822, USA

　事　業　所

　グループ企業

高　知　本　社	 高知県高知市布師田3948番地１
東　京　本　社	 東京都江東区有明３丁目７番18号
	 有明セントラルタワー16階
北海道営業所 	 北海道札幌市北区北七条西４丁目５番地
	 伊藤110ビル704室
東 北 営 業 所	 宮城県仙台市青葉区中央４丁目10番３号
	 JMFビル仙台01  ２階  オープンオフィス仙台駅前内227号室
中 部 営 業 所	 愛知県名古屋市中区錦２丁目８番１号
	 I-FOREST名古屋伏見７階
関 西 営 業 所	 大阪府大阪市西区阿波座２丁目１番１号	
	 CAMCO西本町ビル９階
九 州 営 業 所	 福岡県福岡市博多区博多駅前２丁目19番29号	
	 博多相互ビル６階
能登復興支援室	 石川県金沢市上堤町３番21号	
	 金沢野村證券ビル６階
高知本社工場	 高知県高知市布師田3948番地１
高知第二工場	 高知県高知市布師田3978番地 7
高知第三工場 	 高知県香南市赤岡町大東2246番地３
関　東　工　場	 千葉県浦安市港75番地 1
東　京　工　場	 東京都足立区入谷３丁目15番８号２階
関　西　工　場	 兵庫県丹波市市島町矢代401番地
上 海 事 務 所	 中華人民共和国上海市浦東新区	
	 世紀大道826号　陸家嘴金融広場18楼
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